
対象事業所について
Ｑ Ａ

1 どのような施設が対象ですか。

都外施設又は都内に所在する、『「交付要綱」別表１』に記載された施設種別（コードＡ～F）の施設が対
象となります。
※東京都の区域外に存する施設にあっては、当該施設の所在地の道府県との定員協定等により、その
定員の全てを原則として都の入所定員としているものに限って対象

対象者について
Ｑ Ａ

2 対象の職種を教えてください。 別紙「対象職種について」をご覧ください。

3 常勤職員の定義を教えてください。
本事業では、一日６時間以上かつ月20日以上勤務する雇用契約を結んでいる場合、常勤職員とみなし
ます。

4 有期雇用契約の常勤職員は対象になりますか。
対象になりません。
期間の定めのない雇用契約を締結していることが必要です。

5 複数の職種を兼務している場合は対象になりますか。

複数の職種を兼務している場合も対象になります。ただし、事務員との兼務の場合は、直接処遇職員を
中心に勤務している場合のみ対象となります。
（例）事務員4割、直接処遇職員6割　対象
　　　事務員6割、直接処遇職員4割　対象外

6 大学卒業者のみが対象ですか。
学校教育法に定めのある大学院・大学・短期大学・高等専門学校・専修学校を修了・卒業した方が対象
です。

7 新卒のみが対象ですか。
既卒又は中途採用であっても常勤採用で令和7年4月１日から令和８年１月１日の間に採用された職員
であれば対象となります。

8 試用期間を設けている場合、試用期間中は対象になりますか。 試用期間中の奨学金返済は補助の対象外となります。

9 全ての奨学金が対象になりますか。

奨学金は、以下の（１）から（３）のいずれかによる返済を要するものとし、（１）においては「企業等の奨
学金返還支援(代理返還)制度」を活用した場合のみ補助対象とします。（２）及び（３）においては奨学金
貸与機関として雇用主が被貸与者の奨学金を代理で返還する仕組みを認めた場合のみ補助対象とし
ます。
（１）独立行政法人日本学生支援機構（JASSO)
（２）地方公共団体
（３）学校等

10 他の奨学金返済免除制度と重複して利用することはできますか。
できません。
他の返済免除制度を活用できる場合は、いずれか一つを選択してください。

11 複数の奨学金を併用貸与している場合、全てが補助対象になりますか。 日本学生支援機構の第一種奨学金と第二種奨学金の併用貸与は対象になります。

12 大学及び大学院で奨学金を貸与している場合、対象になりますか。
対象になります。ただし、その場合も、補助の上限は、一人当たり月5万円（年60万円（補助基準額））で
す。

13 補助対象期間中に奨学金の返済を完了した場合はどうなりますか。 返済完了した時点（月）で補助は終了します。

14
大学在籍時に対象奨学金を借りており、現在返済中です。大学は中退して
いますが対象となりますか。

対象になりません。中退した学校等の在籍時に貸与を受けていた奨学金は対象外です。

15
交付基準日（令和8年1月1日）の翌日以降に採用した者は対象になります
か。

令和8年1月2日～令和8年3月31日に採用した職員は、令和７年度は、補助の対象外となります。令和8
年1月～3月の奨学金返済相当額を代理返済した分は、令和８年度も補助の対象にはなりませんのでご
注意ください。

令和8年1月2日採用かつ試用期間なしの場合
例１、例２ともに、補助対象開始月は、令和８年４月です。

（例1）
令和8年1月から代理返還開始の場合
令和8年1～3月は補助対象外のため、令和8年1～3月の代理返済額は、全額、事業者（法人）の自己負
担、
令和8年4月～補助対象です。

（例2）
令和8年4月から代理返済開始の場合
令和8年4月～補助対象です。
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補助対象期間
Ｑ Ａ

16 補助対象期間の開始月は、いつからになりますか。

次の3要件を全て満たした月からとなります。
①対象者の試用期間の終了
②対象者の奨学金返還開始
③代理返還制度を活用して法人が対象者の奨学金返済支援開始

令和７年４月１日から令和８年１月１日までに採用した職員は、令和７年度中（令和8年3月まで）に代理
返還を開始し、令和７年度に交付申請する必要があります。
令和７年４月１日から令和８年１月１日までに採用した職員について、令和８年度に初めて申請（代理返
還開始）の場合、対象外となるためご注意ください。

17 補助対象期間に上限はありますか。

対象者一人当たりの補助対象期間は、補助対象の開始月から連続する5年間を上限とします。
（例）令和7年4月1日に対象者を採用、10月に当該対象者の奨学金返済が開始され、代理返還を10月
から開始した場合、補助対象期間の開始月は令和7年10月となり、補助対象期間は令和12年9月までと
なります。
ただし、過去の勤務先において、代理返還制度を活用して奨学金の返済支援を受けた期間を減じた期
間とします。

18
対象者が離職し、再就職した場合、離職していた期間は対象になります
か。

離職していた期間は補助対象期間（5年）の内に含まれます。
ただし、離職していた期間の奨学金返済額については対象外となります。

19
対象者が長期に渡り休業又は休暇を取得した場合、休業又は休暇を取得
していた期間は対象になりますか。

この期間に当該対象者が奨学金を返済し、かつ、補助対象事業者が代理返還制度を活用して対象者
の奨学金返済を支援している場合、補助対象になります。
なお、休業又は休暇を取得していた期間は補助対象期間（5年）の内に含まれます。

20
対象者が長期に渡り休業又は休暇を取得し、その期間中に返還猶予制度
を活用した場合はどうなりますか。

この期間は奨学金の返済がないため、補助対象とはなりません。しかし、奨学金貸与機関から通知され
る、「対象者名と返還猶予期間中である旨が分かる書類」を補助対象事業者（法人）が提出することで、
復帰後補助対象となります
上記の申請がされており、奨学金の返還を再開、代理返還制度を活用して対象者の奨学金返済を支援
した場合には、補助対象となります。
また、返還猶予期間中、補助金の支給はありませんが、補助対象期間（5年）の内に含まれます。

補助額・対象経費について
Ｑ Ａ

21 補助金は月5万円（年60万円）もらえるのですか。

当該年度に補助対象事業者（法人）が代理返還制度を活用した奨学金返済経費が補助対象となり、補
助額は、以下の３つを比較したうち最も低い額となります。
①在籍期間中の代理返還額
②対象者の奨学金返済額
③補助基準額（5万円×補助対象期間（月））

月5万円（年60万円（補助基準額））は、補助の上限です。

22
代理返還で発生する振込手数料や口座振替手数料は、対象になります
か。

対象になります。ただし、手数料を含めて一人当たり月５万円が上限です。

23 有利子の奨学金の場合、利子も対象になりますか。 対象となります。ただし、利子も含めて一人当たり月５万円が上限です。

24 対象者が既に返済した分の奨学金は対象になりますか。 対象になりません。

25 補助対象期間中に奨学金の返済を滞納している場合はどうなりますか。
滞納期間中の返済額及び滞納利息は、補助対象外となります。
対象者の奨学金返済を支援する際は、補助対象事業者（法人）にて対象者の返済状況を確認するよう
にしてください。

26 奨学金６か月分を１度にまとめて返済した場合、対象になりますか。

対象となります。ただし、補助対象事業者が奨学金をまとめて返済した場合でも、対象者の月当たりの
奨学金返済経費（対象経費）は、対象者の月当たりの奨学金返済額を上限とします。また、補助年度を
超えた代理返還による奨学金返済額は、補助対象外となります。
（例）令和７年10月分から令和８年３月分をまとめて代理返還した場合、令和７年度補助金の対象となり
ます。令和８年４月分から令和９年３月分は、令和８年度に代理返還し、令和８年度に申請してください。

27  奨学金の返済額を増額した場合、増額した分は対象になりますか。
代理返還開始時の返済金額を補助対象とします。その後、増額しても増額分は補助対象になりませ
ん。

28
日本学生支援機構の奨学金を所得連動返還方式で返済する場合、毎年
の課税所得に応じて返済月額が見直され、10月から返済月額が変わりま
すが、この場合はどうなりますか。

所得連動返還方式で返済額が変わる場合、その返済額を上限として代理返還額を変更してください。ま
た、返済額の変更通知書等、返済額が変わったことがわかる書類の提出が必要となります。

29
日本学生支援機構の月賦半年賦併用返還の場合、返済月額（「一月当た
りの返済額」）はどのように計算すればよいですか。

（例）月賦4,000円、半年賦24,000円の場合
4,000円×12か月　＋　24,000円×2回　＝　年間返済額96,000円
96,000円÷12か月　＝　8,000円
※12か月で割り返して、端数が出る場合は小数点以下切り上げ



育成計画について
Ｑ Ａ

30 対象者にのみ育成計画を作成すればよいですか。
提出していただくのは、対象者への育成計画のみになりますが、奨学金の貸与を受けていない職員に
ついても、育成計画を作成していただくことが望ましいと考えています。

31
法人（又は施設）の独自の育成計画書があります。それを提出することに
より、育成計画書の提出に代えることはできますか。

別紙「育成計画書について」に記載の項目が盛り込まれていれば、法人又は施設の独自の育成計画書
を提出していただいて構いません。

32
中途採用の場合も、「新任職員育成計画書」を使用して育成計画書作成す
るのですか。

社会的養護等の職務経験を有し、中途採用により入職した職員については、「新任職員育成計画書」の
内容が馴染まない場合があります。そのため、個々の職員の状況に応じて、法人または施設の判断に
より、１年目であっても「職員キャリアアップ（育成）計画書」を使用して差し支えありません。

33 育成計画は、いつ作成することが必要ですか。 育成計画は、毎年度作成が必要です。

補助金に関する事項
Ｑ Ａ

34
補助金を申請して交付を受けると、後年、東京都の監査を受けることにな
りますか。

監査の対象となります。ただし、監査対象は年度により異なりますので「必ず」監査が実施されるわけで
はありません。
※監査は、都が補助金等を交付している団体に対し、都の補助金が正しく使われているかどうかを
チェックするために行われます。このため、監査の対象となった場合には、対応にご協力いただくことは
当然ですが、補助金を申請する時点から、将来の監査に備えた書類の整理・管理をお願いします。

35 補助金の書類は何年間保管する必要がありますか。
事業者は、補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書
類（領収書や賃金台帳など）を整理し、これらの帳簿・書類を、事業完了後5年間保管しておかなければ
なりません。

36
補助金の申請は、必ず児童養護施設等の事業所の開設者が行うのでしょ
うか。

児童養護施設等を運営する法人の代表者名（補助申請時）で手続きを行います。
また、交付申請の際に印鑑証明書（原本又は写し）の提出が必要です。
施設長名で申請する場合は、委任状（原本）をご提出ください。

37 具体的にはどのような手続きが必要ですか。

補助金の交付を受ける場合、交付申請や実績報告で書類のやりとりが必要です。交付申請の受付開
始の際は、別途ご案内します。
なお、各資料の提出期限は厳守してください。
【スケジュール（予定）】
当該年度11月　交付申請
翌年度４月　 　 実績報告
翌年度５月　    補助金交付
※スケジュールについては今後変更になる可能性がございます。

38
既に交付決定を受けた事業を中止又は廃止する場合は、承認が必要です
か。

交付決定の辞退の申請をしていただき、あらかじめ知事の承認を受ける必要があります。東京都福祉
保健財団（℡：03-6302-0280）へ御連絡ください。

39 国などの助成金制度と重複して受給することはできますか。
本補助金に係る経費と重複する、他の助成金等を受給している場合は、この補助金を受給することは
できません。他の助成金の支給申請を考えている場合は、どちらか一方を選択してください。

補助金交付について
Ｑ Ａ

40 補助金の交付決定までどのような手続きがありますか。 補助金交付申請書を提出いただき、申請書類の審査を行い、補助金交付の可否を通知します。

41 補助金はいつ交付されますか。
交付決定後に実績報告書を提出いただき、補助金の交付額が確定した後にお支払いします。
（令和7年度の補助金は、令和8年（＝当該年度の翌年度）5月末を予定）



申請内容の変更について
Ｑ Ａ

42
実績報告の際、交付申請時よりも事業経費を多く支出したため、交付申請
内容を変更し、補助金額を増額したいのですが、可能ですか。

交付決定額が補助金の上限になります。したがって、交付決定額より補助金額を増額することはできま
せん。

43
交付申請した特定の対象者について、実績報告を提出しない場合、どのよ
うな手続きが必要ですか。

実績報告書の様式において、当該対象者は削除して提出してください。
また、「特定の対象者のみの取り下げについて（参考様式）」を実績報告書類とともに提出してください。

44
交付申請後に対象者が異動し、以前提出した交付申請書とは異なる施設
に勤務している場合、実績報告書はどのように作成すればよいですか。
※異動前、異動後の両施設とも補助対象事業所であることが条件です。

異動後の事業所で実績報告書を作成してください。ただし、支給期間や支給額は異動前の施設の分も
含めた形で記載してください。また、「雇用状況等変更届出書」を提出してください。

45
交付申請後に対象者が改姓した場合、実績報告時に届け出が必要です
か。また、根拠書類の提出が必要ですか。

「雇用状況等変更届出書」を提出してください。その際、「その他詳細」欄に旧姓を記入してください。改
姓に関する根拠書類の提出は不要です。


